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      ＪＲ東労組 業務部 

（組合）労働条件の改定として定期昇給を行うことを求めている。一人ひとりの能力の向上を行って

きている点も踏まえて定期昇給を実施することが大事である。 

（会社）現状含めて社会情勢・足元の情勢・生産性などを総合的に勘案して行う。 

 

（組合）第二基本給制度の役割は既に終えている。経営基盤も強化されている。老後資金は 2,000 万

円必要と言われ、民間の試算では 3,000 万円とも言われている。職場の青年部員が現状に

おける退職手当を試算し 2,000 万円に届かない現実を知って不安を抱いている。自己研鑽

の努力をしても不安は拭いきれない。老後を考えると、食生活・介護の不安がある。そこか

ら第二基本給凍結を求める声に繋がっている。会社への愛着やモチベーションを高めるため

にも、第二基本給凍結の判断が必要である。 

（会社）分割民営化から出来た経緯がある。第二基本給を凍結した場合の人件費は相当大きい。第二

基本給を凍結することによって他への影響も勘案しなければいけない。人件費面があるので

意見としては受け止める。政府の方針として定年延長があり、年金問題もある。退職手当、

定年延長をどうするのかという議論になる。そこで議論するのが望ましい。 

 

 

（組合）将来の職場では、企画部門に特化されてきた業務を様々な機関で担うことが予想される。社

会的にも多様な働き方に対する評価が促されている。十分検討に値する。組合員、社員から

は、現業機関から支社や本社に来ると手当が下がる、公募制異動でも下がったと言われる。 

（会社）会社の状況を踏まえて、貢献・成果配分は考えていくことになる。支社に来て手当が下がっ

たから手当を付けるのではなく、職務に対して特殊性などをみていくことになる。 

 

 

 

 
（組合）昨年は率プラス主務職以上に 100 円が加算され、職責に対する一定の評価は十分行われてき

ている。全体の底上げが必要だ。業績を確実に伸ばしていることから十分な支払い能力はある。

職場で汗し努力してきた組合員に対して適正な評価を行い、企業人としてのモチベーションを

高め、さらなる成長に繋げるためにも、要求に対して満額回答を求める。 

（会社）変革 2027を進めていく中で、職責は重要なポイントだ。基本給の成り立ち、職能・年齢等

による生計費水準など基本的な考え方がある。議論内容、情勢を踏まえて慎重に判断したい。 


